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平成２４年８月２日 
 

公立学校施設の耐震改修状況調査の結果について 
 

 
 
１．調査内容 

１）調査対象：全国（宮城県及び福島県の一部は除く※）の公立学校施設 
（幼稚園、小学校、中学校、中等教育学校、特別支援学校、高等学校） 

２）調査項目：校舎等の耐震改修状況 

３）調査時点：平成２４年４月１日現在 
 

２．調査結果の概要 

  別紙参照。 
 

 
※宮城県石巻市内の一部の学校並びに福島県楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、 
葛尾村及び飯舘村内の全学校を除く。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

文部科学省では、公立学校施設における耐震化の取組を推進するため、「公立学校施

設の耐震改修状況調査」を平成１４年度より毎年実施しています。今般、平成２４年度

調査の結果を取りまとめましたので、公表いたします。
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公立学校施設の耐震改修状況調査の結果について 
※ 平成２４年度の数値は宮城県及び福島県の一部、平成２３年度の数値は岩手県、宮城県、福島

県を除く。（一部特記事項のあるものを除く。） 

 
＜ポイント（小中学校）＞ 
 
● 耐震化率：８４.８％（前年度 ８０.３％） 

○耐震化率が１００％を達成している設置者：７５０設置者 （全体の４２．１％） 
  （前年度 ５４５設置者（全体の３２．８％） 

○一方で、耐震化率がいまだ５０％未満の設置者：６５設置者 （全体の３．７％） 
  （前年度 ９９設置者（全体の６．０％） 

                
・設置者別の耐震化率の状況及び一覧については、資料４、資料１５参照。 

・耐震化率１００％を達成している設置者の状況については資料８、資料１７参照。 

・耐震化率５０％未満の設置者の一覧については、資料１８参照。 

○過去３年間で、耐震化率の伸び率が５０ポイントを超える設置者： 

大阪府高石市、和歌山県有田市、鹿児島県垂水市など１４９設置者 
 （前年度 １２９設置者） 
・過去３年間の耐震化率の伸び率が５０％以上の設置者の一覧については、資料２０参照。 

・過去３年間の耐震化率の伸びが全国平均以下の設置者の一覧については、資料２１参照。 

 

● 耐震性がない建物（耐震診断未実施の建物含む）：１８,５０８棟 
  （前年度 ２２，９１１棟） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・耐震性が無い建物の都道府県別内訳は、資料１１参照。 

平成２４（２０１２）年４月１日現在

※1:宮城県及び福島県の一部は除く。　　※2：耐震性が確認されていない建物を含む。

耐震性なし＋未診断

18,508棟（15.2%)

耐震診断済
68,964棟（99.0%)

耐震性あり

103,561棟（84.8%)

昭和57(1982)年以降の建物
　52,380棟（42.9％）

耐震性がある建物
(改修済みを含む)
51,181棟(41.9％)

　耐震診断未実施建物
725棟(0.6％)

　耐震性がない※２建物で
未改修のもの
　17,783棟(14.6％)

　昭和56(1981)年以前の建物
　69,689棟（57.1％）

全体棟数※1

122,069棟

平成２４（２０１２）年度公立学校施設の耐震改修状況調査による耐震化の状況（小中学校）

68,964棟(耐震診断実施棟数)

69,689棟(昭和56年以前の建物)
99.0% =
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●耐震診断実施率※：９９.０％（前年度９８．８％） 
※第２次診断、第１次診断又は耐震化優先度調査が実施済みの棟数の昭和５６年以前の建物に占める割合 

○耐震診断未実施の建物を保有する設置者：１７８設置者 （前年度 ２２３設置者） 

 ・１７８設置者の内訳については、資料２２参照。 

○耐震診断の結果については、全設置者が公表済み 

○耐震化工事に先立って行う 
第２次診断等の実施率：９３.３％（前年度９０．０％） 
第２次診断等が未実施の棟数：４，６５８棟（前年度 ６，７７７棟） 

第２次診断等が未実施の建物を保有する設置者：４８３設置者 

 （前年度 ５９８設置者） 

 ・４８３設置者のうち、2次診断等未実施棟数の多い設置者（下位５０）の内訳については、資料２３参照。 

※第２次診断等：耐震診断のうち、耐震性能を詳細に評価し、具体的な耐震補強内容の検討を行うため

の診断。耐震化工事の設計を行うために必要。 

  ※第２次診断等実施率：第２次診断等実施棟数／昭和５６年以前の建物 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
※ 本調査は、調査時点の状況を集計したものであることから、平成２３年度補正予算等
により工事中であるものや、平成２４年度予算による耐震化事業等については、今回
の調査結果には反映されていない。 

 
非構造部材の耐震状況については、８月下旬頃公表予定 

◆ 参考 ◆ 

（１）耐震化率が上位の都道府県は以下のとおり。（耐震化率が９５％を超える都道府県） 

①静岡県  ９８.８％   ⑤東京都  ９６.７％ 
②宮城県  ９８.０％   ⑥山梨県  ９６.６％ 
②愛知県  ９８.０％   ⑦神奈川県 ９５.２％ 
④三重県  ９６.８％ 

（２）昨年調査時点から耐震化の進んだ都道府県は以下のとおり。（耐震化率の伸び率が高い都道府
県（対前年度６ポイント増以上）。 

①埼玉県   ８.５％   ⑤山口県   ７.３％ 
②徳島県   ８.３％   ⑦長崎県   ７.２％ 
③山形県   ８.１％   ⑧茨城県   ６.４％ 
④福岡県   ７.８％   ⑨鹿児島県  ６.１％ 
⑤青森県   ７.３％    

（３）調査を開始した平成１４年度から平成２４年度までの１０年間で、耐震化が大きく進んだ都
道府県は以下のとおり。 

（平成１４年度） → （平成２４年度）   〔伸び率〕 

全国平均：   ４４.５％  →     ８４.８％   〔４０.３ポイント〕 
①香川県：   ２３.３％  →     ８９.１％   〔６５.８ポイント〕 
②和歌山県： ３４.１％  →     ８９.４％   〔５５.３ポイント〕 
③徳島県：   ３１.６％  →     ８５.８％   〔５４.２ポイント〕 
④愛知県：   ４５.９％  →     ９８.０％   〔５２.１ポイント〕 
⑤宮崎県：   ３５.９％  →     ８７.４％   〔５１.５ポイント〕 

 
（４）大規模な地震によって倒壊等の危険性が高い（Ｉｓ値０.３未満）と推計される施設： 

３，５４５棟
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１．文部科学省における取組 
 
◆これまでの取組 

（１）東日本大震災では、学校施設が子どもの命を守っただけではなく、多くの施設が避

難所として利用され地域の防災拠点となったことから、その安全性の確保が極めて重

要であることが強く認識された。 

 

（２）平成２３年５月には、施設整備基本方針と施設整備基本計画を改正し、地震防災対

策特別措置法の国庫補助の嵩上げ措置が平成２７年度末まで延長されたことを踏まえ、

平成２７年度までのできるだけ早い時期に、公立の学校施設の耐震化を完了させると

いう目標を明確化した。 
 

（３）平成２３年７月には、今回の震災被害を踏まえ、学校耐震化の一層の加速の必要性

等を盛り込んだ「『東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備について』緊急提言」

が有識者会議において取りまとめられた。 
 

（４）文部科学省では、耐震化工事の前提となる２次診断等の早期実施などを通知した。

また、平成２４年度予算では必要な予算を計上するとともに、「緊急防災・減災事業」

として地方財政措置の拡充が図られ、実質的な地方負担が大きく軽減されたことを踏

まえ、積極的な耐震化の前倒しを要請、支援している。 
 

（５）なお、平成２４年度予算等の事業完了後、公立小中学校施設の耐震化率は約９０％

となり、耐震性がない建物（耐震診断未実施の建物を含む）は、約１２，８００棟とな

る見込みである。 

 
 
◆今後の取組 
 

（１）東日本大震災を受けて、学校耐震化への取組を予定よりも前倒して実施する動きが

多くの学校設置者において生じている。文部科学省としても、今後も引き続き、平成

２７年度までのできるだけ早い時期に、公立の学校施設の耐震化を完了させるという

目標の実現に向け、各地方公共団体に対して更なる取組を促すとともに、必要な予算

の確保に努める。 

 

（２）特に、２次診断や耐震化の遅れている地方公共団体に対して、個別に通知を発出す

るとともに、必要に応じ直接訪問して働きかけを行うなど、耐震化の早期完了を要請、

支援を行っていく。 
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２．調査結果の概要 

（１）耐震化の状況 

（44都道府県分）※2

幼稚園 ６６．２％ ７０．９％ ７５．１％ （７５．１％）

小中学校 ７３．３％ ８０．３％ ８４．８％ （８４．８％）

高等学校 ７２．９％ ７７．７％ ８２．４％ （８２．５％）

特別支援学校 ８７．９％ ９１．０％ ９２．９％ （９２．９％）

耐震化率※1

平成２２年４月１日平成２３年４月１日平成２４年４月１日

 

※１：全建物のうち、耐震性がある棟数（昭和５７年以降建築の棟数及び、昭和５６年以前建築で耐震性が

ある棟と耐震補強済みの棟）の割合 
※２：岩手県、宮城県、福島県の３県を除いて集計した値 

 

 

（２）今後、耐震化が必要な建物の状況 

（44都道府県分）※２

幼稚園 １，６８３棟 １，３３３棟 １，１９３棟 （１，１２６）棟

小中学校 ３３，１３４棟 ２２，９１１棟 １８，５０８棟 （１７，５９８）棟

高等学校 ８，３８３棟 ６，４０６棟 ５，３２７棟 （４，９９７）棟

特別支援学校 ６６５棟 ４７８棟 ３９９棟 （３７９）棟

平成２２年４月１日平成２３年４月１日平成２４年４月１日

残棟数※１

 
※１：耐震性がない、または耐震診断未実施の棟の合計 
※２：岩手県、宮城県、福島県の３県を除いて集計した値 

 
 

（３）耐震診断実施率の状況 

（44都道府県分）※2

幼稚園 ８９．０％ ９２．０％ ９２．８％ （９３．５％）

小中学校 ９８．０％ ９８．８％ ９９．０％ （９９．０％）

高等学校 ９６．３％ ９７．５％ ９８．０％ （９８．２％）

特別支援学校 ９７．６％ ９８．７％ ９９．３％ （９９．３％）

耐震診断実施率※１

平成22年4月1日 平成23年4月1日 平成24年4月1日

 
※１：旧耐震基準建物（昭和５６年以前建物）のうち耐震診断実施済み棟数の割合  
※２：岩手県、宮城県、福島県の３県を除いて集計した値 

 




